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中間とりまとめの要旨
 第４回までのモビリティ⽔素官⺠協議会を通じて、

①FC商⽤⾞普及に向けた現状と課題を整理、
②普及が⾒込まれる利⽤分野の提⽰、
③需要と供給の具体的な数字の提⽰、
④需要が多数⾒込まれる地域の明⽰、
⑤⽔素供給コストの⾒通しの提⽰、
⑥FC化に伴う⾞両規制緩和の具体的な数字の提⽰、

などを実施した。
 また並⾏して、

省エネ法改正による⾮化⽯エネルギー⾃動⾞の保有割合の⽬標⽬安の設定、
GX移⾏債等を活⽤した商⽤⾞の電動化や普及に向けたインフラ整備⽀援等の⼿厚い補助⾦の確保、

といった、規制⼀体型の投資⽀援策を策定した。
 ⼀⽅で、

①広範囲なFC商⽤⾞の需要のとりまとめ、
②とりまとめを踏まえた有望な地域の精緻化、
③⼀般的制限値を超過する⾞両への具体的な⽅針の策定、
④地⽅局や地⽅公共団体との連携、

などについては検討が引き続き検討が必要な状態。
 上記について、2023年内を⽬処により具体化、場合によっては⽬標の新規設定・⾒直を⾏っていく必要があ

るため、今後も不定期的にモビリティ⽔素官⺠協議会を開催していく。
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CO2総排出量
10億4,400万㌧
（2020年度）

2050年カーボンニュートラルと⾃動⾞
 我が国を含めた各国・各地域は、2050年までのカーボンニュートラルを⽬指すことを表明。
 我が国における⼆酸化炭素排出量のうち17.7％を運輸部⾨が占めており、脱炭素化に向けた

早急な対応が必要。

国内でのCO2排出量︓10億4400万㌧
⾃動⾞分野︓15.5%
うち商⽤⾞分︓4.3％

＜国内のCO2排出量＞

各部⾨におけるCO2
排出量（⽇本）

運輸部⾨における
CO2排出量（⽇本）

• ＜国内＞国交省HP 「運輸部⾨における⼆酸化炭素排出量」より作成
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html

＜カーボンニュートラルを表明した国・地域＞

1) ①Climate Ambition Allianceへの参加国、②国連への⻑期戦略の提出による2050年CN表明国、2021年4⽉の
気候サミット・COP26等における2050年CN表明国等をカウントし、経済産業省作成（2021年11⽉9⽇時点）

①https://climateaction.unfccc.int/views/cooperative-initiative-details.html?id=95
②https://unfccc.int/process/the-paris-agreement/long-term-strategies

■2050年までのカーボンニュートラル表明国
■2060年までのカーボンニュートラル表明国
■2070年までのカーボンニュートラル表明国
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運輸部門
の内訳

運輸部⾨
1億8,500万㌧

17.7％

業務その他部⾨
1億8,200万㌧

17.4％

家庭部⾨
1億6,600 万㌧

15.9％

産業部⾨
3億5,600 万㌧

34.0％

その他
1億5,500万㌧

14.9％
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海外でのFCV導⼊に向けた動き
 環境意識の⾼い欧州・アメリカや電動化戦略を推し進める中国を中⼼に、FCVの実証実験や導

⼊事例が進む。
 ⼀⽅、EUでは⾼いZEV化⽬標を掲げており、⼩型⾞のみならず⼤型商⽤⾞でのZEV化に向け

た⽬標とそれにあわせた規制制度を導⼊。
EUでのZEV化規制制度の概要

クリーン⽔素の⼤規模な⽣産インフラと、商⽤⾞をはじめとした多様
な分野の最終需要家が同じ地域に位置することで、⼤量かつ低コ
ストの⽔素展開を⽬指す。

2025年までに、合計で1000台のFCトラックを導⼊し、ベルギー、
オランダ、ドイツ⻄部に渡って20基以上のステーションを含む⽔素イ
ンフラを構築することを⽬指す。

⽶国クリーン⽔素ハブ構想

欧州HyTrucksプロジェクト

世界各国でのFC⾞両導⼊に向けた動き

HDV⽬標 現⾏（2019年制定） 新基準
2025年 2019年⽐ 15％減※１ 変更なし※１

2030年 2019年⽐ 30％減※１ 2019年⽐ 45％減※2、
市バスは100％ZEV

2035年 - 2019年⽐ 65％減※2

2040年 - 2019年⽐ 90％減※2

※１ ⾞軸が4×2もしくは6×2の⾞両総重量16ｔ超の都市配送、地域配送、ロングホールの貨物⾃動⾞及び⾞軸が4×2もしくは6×2の地域配送、ロングホールの貨物⾃動⾞が対象
※２ 最⼤重量5ｔ以上のトラック、バス、被牽引⾃動⾞

LDV⽬標 現⾏（2019年制定） 新基準
2025年 2021年⽐ 15％減 変更なし

2030年 2021年⽐ 37.5％減 2021年⽐ 55％減

2035年 - 2021年⽐ 100％減
（実質EV・FCVのみ）

達成しなかった場合、 罰⾦規定が存在

2025年までに、FCVの保有台数を約5万台にし、35年に交通・エ
ネルギー貯蔵・⼯業などの分野をカバーする多元的な⽔素エネル
ギー産業体制を形成することを⽬指す。

中国⽔素エネルギー産業発展中⻑期計画



 カーボンニュートラル社会の実現に向けては、運輸部⾨の脱炭素化が不可⽋。
 特に⾛⾏距離が⻑く、電気⾃動⾞等では対応ができない領域（⼤型バス・トラック等）では、各国で燃

料電池化が急速に進展。翻って、我が国では、現状、FCバス/トラックをはじめとした、商⽤⽤途でのモビリ
ティ分野での将来像は部分的にしか描けておらず、需要・供給の両サイドから予⾒性が⽴ちにくい状況。

 モビリティ分野での導⼊拡⼤には、FCVや⽔素燃料の供給量・コスト、ユーザーの利⽤⽅法に応じたインフラ
の戦略的整備等多くの課題があり、需要側・供給側ともに業界を超えた連携が必要。こうした状況を踏ま
え、モビリティ分野での導⼊拡⼤に向けて、官・⺠（供給側・需要側）で将来像を共有し、それに向けて
必要な政策を議論する検討会を⽴ち上げる。

検討課題

○モビリティ分野における重点領域（⼩トラ、⼤トラ、バス
等）の特定

○2030年までの⾞両の導⼊・インフラ整備の規模
及びその道筋

○使い⽅（ラストワンマイル/幹線など）を踏まえた⽔素ス
テーションの最適配置

○⾞両、⽔素ステーション（整備・運営）、⽔素コスト⽬
標

○上記を踏まえた各種施策（予算・制度等）

検討会メンバー
供給側

需要側

物流

関係省庁

岩⾕産業株式会社、⽇本エア・リキード合同会社、ENEOS株式会
社、東京ガス株式会社、伊藤忠エネクス株式会社
トヨタ⾃動⾞株式会社、いすゞ⾃動⾞株式会社、本⽥技研⼯業株
式会社、三菱ふそうトラック・バス株式会社、Commercial Japan 
Partnership Technologies株式会社

経産省（エネシス課・⾃動⾞課が共同事務局）
国交省（総合政策局、道路局、⾃動⾞局）、環境省

ヤマト運輸株式会社、佐川急便株式会社、トナミ運輸株式会社、
株式会社ファミリーマート、株式会社ローソン、株式会社セブンーイレ
ブン・ジャパン

その他 東京都

開催経緯
第1回 2022年9⽉8⽇
第2回 10⽉5⽇ 第3回 10⽉18⽇
第4回 12⽉2⽇

モビリティ⽔素官⺠協議会について

荷主側 イオン株式会社、アマゾンジャパン合同会社、イケア・ジャパン株式会社
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商⽤燃料電池⾞の導⼊にあたっての課題（三すくみ状態）

 OEMは、FCVの開発に向けて需要が⾒込まれないと、投資計画が⽴てられない。
 運送企業・荷主企業は、FCVと⽔素STがないと導⼊計画が⽴てられない。
 インフラ企業はFCV導⼊数がわからないと、投資計画が⽴てられない。
 各ステークホルダーが三すくみの状態になっている。

• ⽔素のバリューチェーンを作る中でステーションを
作る側、⾃動⾞を作る側、使う側が情報共有
を⾏って不確実性を減らし、具体的な数値を
出せるように取組むことが重要。

• 商⽤⾞を増やすには、ステーションが必要。
• ⾞両の集中導⼊により需要がまとまれば、⽔素

ステーションも建設しても事業⾃⽴が可能。

協議会でのコメント（抜粋）
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現状の⽔素供給・利⽤について
 国内では副⽣⽔素等が⽯油製油所等で約193.2万トン/年製造されていると推計される。
 その⼤部分は同⼀サイトで、原油の脱硫やアンモニア合成、熱源等として⾃家消費される。

（出典）⽇本ソーダ⼯業会、NEDO（副⽣⽔素供給ポテンシャルに関する調査）

0 50 100 150

製鉄所

⽯油製油所

⽯油化学プラント

ソーダプラント

アンモニアプラント

供給量（万トン/年）

⽔素製造拠点とその供給量 ⽔素供給拠点の例︓ソーダ⼯場の分布（除沖縄）
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⽔素社会実現に向けた、これまでの取組
 ⽇本は世界で初めての⽔素基本戦略を2017年12⽉に策定。EU、ドイツ、オランダなど各国も、

2020年以降、⽔素戦略策定の動きが加速化するなど、⽔素関連の取組を強化。
 2020年10⽉の菅総理(当時)のCN宣⾔を受け、グリーン成⻑戦略でも重点分野の⼀つに位

置づけ。需給⼀体での取組により、導⼊量の拡⼤と供給コストの低減を⽬指す。

2017年12⽉
⽔素基本戦略策定

2019〜2020年
各国も⽔素戦略
策定や経済対策で
⽔素に注⼒

2020年10⽉
菅総理（当時）
による2050年
CN宣⾔

2020年12⽉
グリーン成⻑戦略
策定
（⽔素を位置付け）

国内外の情勢変化、戦略策定の状況

2021年
第６次エネ基閣議決定、
⽔素基本戦略⾒直し
を⾒据えた検討

 年間導⼊⽬標※︓発電・産業・運輸などの分野で幅広く利⽤
※ ⽔素以外にも直接燃焼を⾏うアンモニア等の導⼊量（⽔素換算）も含む数字。

現在（約200万t） → 2030年（最⼤300万t） → 2050年（2000万t程度）

 コスト⽬標︓⻑期的には化⽯燃料と同等程度の⽔準を実現
現在（100円/Nm3※店頭） → 2030年（30円/Nm3※CIF）→ 2050年（20円/Nm3以下※CIF）

グリーン成⻑戦略における量及びコストの⽬標

第6次エネルギー基本計画において設定した新たな定量⽬標
2030年の電源構成のうち、１%程度を⽔素・アンモニアとすることを⽬指す。



⽔素基本戦略等における達成⽬標

供給

利
⽤

コスト

ঔ
অ
জ
ॸ
␽

現状 2030 将来⽬指すべき姿

発
電

化⽯燃料由来⽔素
（副⽣⽔素、天然ガス改質）

国際⽔素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築
国内再エネ由来

⽔素製造技術確⽴
CO2フリー⽔素
（褐炭×CCS、再エネ活⽤）

30円/Nm3
（1/3以下）

〜100円/Nm3
（ステーション価格）

20円/Nm3
（1/5以下）

FCV

スケールアップ
⼤幅コストダウン

80万台7,648台

17円/kWh
（商⽤段階）

－
（技術開発段階）

12円/kWh
ガス⽕⼒発電を代替

(2030)

ﾌｫー ｸﾘﾌﾄ 417台 １万台

ｽﾃー ｼｮﾝ 179箇所 1,000基程度
収益性向上により
ガソリンスタンドを代替

FCﾊﾞｽ 132台 1,200台

(2023年2⽉現在)

FCスタックの技術進歩・
低コスト化によりガソリン
⾞を代替

⼤型⾞両のFC化

サプライチェーン構築実証、スケールアップ

⽔素量 0.02万t 0.4万t 30万t 〜1,000万t＋α
（発電での消費量に⼤きく依存）

ロードマップ⽬標

(2020)

（商⽤ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ規模）

(参考) ⽔素消費量500万-1,000万ｔ
は発電容量で15-30GW程度

(参考) ⽔素消費量30万ｔは
発電容量で100万kW程度

⽔素発電実証、環境価値評価の仕組み確⽴

ｽﾃｰｼｮﾝ戦略的整備、規制改⾰、技術開発

各省連携による⽔素供給NW整備
FC

活⽤ 46万台ｴﾈﾌｧー ﾑ 300万台ｴﾈﾌｧｰﾑ
⾃⽴化

家庭等における従来
エネルギーシステムを代替

(2017)

11

(2023年1⽉現在）

320箇所
20万台

FCV／
ｽﾃｰｼｮﾝ
⾃⽴化
※2020年
代後半

(2025)
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⽔素社会に向け、注⼒する領域
 ⽔素の社会実装を加速化するためには、⽇本が強みを発揮できる５つの戦略分野において、技

術開発、導⼊⽀援・制度整備、インフラ整備、規制改⾰・国際標準化などの政策ツールを最⼤
限動員する必要。

 輸送部⾨では、2030年までにFCV80万台の導⼊を⽬標として掲げている（⽔素消費量８万ト
ン/年に相当）

技術開発 導⼊⽀援・制度整備 インフラ整備 規制改⾰・国際標準化

⽇本が強みを発揮できる５つの戦略分野

③⽔電解装置

②国際⽔素サプライチェーン
（⽔素運搬船等）

①輸送部⾨
（FCV・商⽤⾞等）

④⽔素発電
（燃料電池、⼤型タービン）

⑤産業部⾨での
燃料・原料利⽤

主な政策ツール

（出典）各社HP等より資源エネルギー庁作成
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輸送部⾨における⽔素利⽤
 乗⽤⾞に加えて、FCトラックもGI基⾦も活⽤しながら2022年度から⾛⾏開始。FC商⽤⾞の普

及を⾒据え、⽔素ステーションも⼈流・物流を考慮した最適配置、⼤型化を進める。
 ⽔素STから、パイプライン等を通じて⾞両以外の近隣の⽔素需要に供給する取組を⼀部企業が開

始。今後、⽔素ステーションは近傍の⽔素需要への供給拠点としてマルチ化していく可能性。
 将来、船舶や⾶⾏機などで、⽔素やアンモニア（燃料電池、エンジン）の活⽤も期待されている。

FC商⽤⾞の普及・⽔素STのマルチ化

（出典）アサヒホールディングス（株）、⻄濃運輸（株）、NEXT Logistics Japan（株）、ヤマト運輸（株）、トヨタ⾃動⾞（株）、⽇野⾃動⾞（株）等

 ８トン以下の⼩型の商⽤⾞
2030年までに、新⾞販売で電動⾞ 20〜30％
2040年までに、新⾞販売で、電動⾞と合成燃料

等と合わせて100％
 ８トン超の⼤型の商⽤⾞
2020年代に5,000台の先⾏導⼊
2030年までに、2040年の電動⾞の普及⽬標

船舶などFCV・⽔素ST整備

179箇所
（整備中含む）

FC⼤型トラック（イメージ）

7,619台普及

FC⼩型トラック（イメージ）

 Woven City近接の⽔素STの例
（右図）
⽔素STから、乗⽤⾞や商⽤⾞など

に⽔素を供給するとともに、パイプラ
インでWoven Cityに供給

⽔素ステーション内に停電時⽤の
FC発電機を設置

FC商⽤⾞の普及（グリーン成⻑戦略）

⽔素STのマルチ化

⼩型・近距離
→ 燃料電池船

⼤型・遠距離
→ ⽔素ガス燃料船
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FC商⽤⾞の供給に関する課題

（出典）各社ヒアリング

 需要⾯が不透明であることが、開発・製造に向けたリスクと捉えられている。
 ⾞両に⽔素タンクを設置するため、現⾏の法規制においては積載量や容積の減少が⽣

じる。需要側の理解を促すとともに、⾞両開発にかかるリードタイムを踏まえて、規制⾒
直しの可否、内容を予め明らかにしていくことで、開発投資を促すことが重要。

⼩型FCトラック
（総重量8t以下）

⼤型FCトラック
（総重量8t超） FCバス

量産開始時期 2025年度以降 2020年代後半以降 販売済み

2030年電動化⽬標
（政府提⽰）

新⾞販売で20〜30%
（バス込み）

累計で5,000台
（バス込み） ー

販売価格 未定 未定 １億円以上

FCV化の課題 ⽔素タンク設置による、積載量減少・貨物部の容積減少
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FC商⽤⾞の需要に関する課題
 BEVのトラックでは対応しづらい⻑距離搬送や⾼稼働⾞両（⾼速道路の幹線輸送、域内のコンビニ配送）や路

線バス等の⽤途で、FCVの需要が⾒込まれている。
 他⽅、FCVや⽔素ステーションについての供給⾒通しが不明瞭なため、導⼊計画を⽴てづらい状

況。
 また、⾞両コスト・燃料コストが⾼いこと、積載量が減少する⾒込みであること、⽔素ステーションの

営業時間が限られていること、充填時間（STへのアクセス、充填時間）が⻑くなることによる機会損失が課
題となっている。

 さらに、将来のFCV需要増に対応した⽔素ステーションの仕様になっていないと導⼊計画を⽴てづ
らい。

OEM

インフラ企業

輸送事業者

 FCV⾞両がない、⾒通し不明瞭
 FCV⾞両が⾼価
 積載量が減少

 ⽔素STが少ない、⾒通し不明瞭
 燃料が⾼価
 STの営業時間が短い
 充填時間が⻑い



17

⽔素ステーション整備に関する課題

 これまでの技術開発、規制緩和により、整備費・運営費ともに低減しているものの、依
然としてコスト⾼であり、事業性確保が困難。

 また、稼働率もコスト低減に⼤きく寄与。需要の取りまとめがないと整備⾃体にコミット
することが出来ない状況。加えて、 法定点検時でも充てんを確保するためのバックアッ
プ体制も必要となる。そのような背景から⽔素ステーションの最適配置が重要。

 技術⾯では、⼤型FCトラックについて、既存⽔素ステーションの充てん速度では30分
程度かそれ以上かかってしまうため、既存トラックと⽐して利便性が損なわれる。

整備費
（2013年実績）4.6億円 ⇒（2021年実績）3.3億円 ⇒（2025年⽬標）2.0億円
運営費
（2015年実績）47百万円 ⇒（2021年実績）30百万円 ⇒（2025年⽬標）15百万円

整備費と運営費の推移

※補助⾦実績額（2021年度補助分）より試算（定置式オフサイト・300Ｎｍ3/h）
※なお、これ以外にも、補助対象とならない各種設備費（建物内付属事務所、キャノピー、障壁等）や

各種運営費（⼟地代等）が必要となることに留意
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エリア・ユースケースに関する課題

 エリアについては、どの地域に注⼒して⾏けば良いのかわからないため、⾞両導⼊計
画・⽔素ステーション設置計画が⽴てにくい。

 ユースケースについては、BEV・FCVが存在する中で、⾞両サイズや利⽤⽅法における
ユースケースが描かれておらず、どちらに投資していけば良いかという戦略が描きにくい。

エリアの課題 ユースケースの課題

BEV

FCV

運送企業

無駄な投資はしたくない。
どちらが良いのか⽰してほしい。

︖︖
運送・インフラ企業

先⾏導⼊していくエリアを
⽰してほしい。
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1．議論の背景

2. ⽔素政策の全体像

3．商⽤燃料電池⾞普及に向けた課題

4．中間とりまとめ
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電動化のタイプと有望なユースケース
 FCVの場合、航続距離が⻑く、充填時間が短いため、移動距離が⻑い商⽤⾞（トラック、バス、

タクシー）や社⽤⾞としての潜在性がある。
 具体的には、幹線輸送に⽤いられる⼤型トラックや、コンビニ配送などの稼働率が⾼い利⽤⽅

法や架装（冷蔵冷凍⾞・ミキサー⾞等）での電気消費量が多い⼩型〜中型トラックではFCト
ラックの⽅が有望と考えられる。

 バスに関しては、⾛⾏距離が定まっている⼤型路線バスが有望と考えられる。

（出典）環境省「令和２年度EV/FCバス・トラック等のユースケース毎の航続距離等の特
性に関するデータ収集及び事業性検証委託業務評価レポート」から⼀部加⼯

次世代⾃動⾞のマッピング電動化のタイプと有望なユースケース

ラストワンマイル
（100km以下）

地場輸送
（101-260km）

幹線輸送
（261km）

BEV
夜間普通充電で一日に必要な走

行距離をカバーすることが可能

BEV
FCV

FCV

中型S
BEV
FCV

FCV

中型L
BEV
FCV

FCV

大型

BEV

FCV
BEV
FCV

軽トラック

小型トラック

普通
トラック

区分内分布

B2C：BEV
B2B：FCV

コンビニ配送など稼働率が高い

ユースケースは、EVでは走行距

離が満たせず、かつ充電時間の

確保も難しい

FCV
ユースケースが固定されているケースは稀であり、短距離～長距離走行に耐えられる必要がある

EVでは積載量が十分確保できず、充電場所/時間の確保も難しい

ト
ラ

ッ
ク

車両区分

バ
ス

小型バス

大型バス
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政府⽬標達成に向けた⾞両の開発・供給⾒通しの試算
 2030年グリーン成⻑戦略の「30年電動⾞導⼊⽬標」「⽔素利⽤⽬標」達成に向けて必要と

なる⾞両供給の⾒通しを、様々な前提をおいて試算※。
 FC⼩型トラックに関しては、2023年から限定導⼊した上で、2025年、2029年にモデルチェン

ジすることで、販売価格を低下させ、累計1.2万台〜2.2万の供給が必要と試算。
 FC⼤型トラックに関しては、2025年から先⾏導⼊した上で、2029年にモデルチェンジすることで、

販売価格を低下させ、2030年までに累計5,000台の供給が必要と試算。
 FCバスに関しては、先⾏する路線バスについて、2025年頃にモデルチェンジすることで、販売価

格を低下させ、200台/年の供給が必要と試算。

⾞種 ʻ22 ʻ23 ʻ24 ʻ25 ʻ26 ʻ27 ʻ28 ʻ29 ʻ30

⼩型トラック
導⼊・価格（百万円）

供給台数（台/年） 300 約300 〜 3,000 約6,000 〜
10,000

⼤型トラック
導⼊・価格（百万円）

供給台数（台/年） 約50 〜 200 約1,350 〜
3,000

バス
導⼊・価格（百万円）

供給台数（台/年） 約60 約50 〜 200

現⾏モデル・105 次期モデル・約60

限定モデル・約160 次期モデル・約80

限定モデル・約40 次期モデル・約20 次々期モデル・約10

累計1.2〜
2.2万台

累計5000台

累計
120台

※上記試算は、グリーン成⻑戦略より逆算したもの。補助⾦や⽔素価格の低減などによる需要側のニーズによって、時期・台数・⾦額の変動可能性が存在。
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需要側の導⼊台数に関する⾒通し

（出典）各社ヒアリング

 FCVについて具体的な導⼊計画ができている事業者は少ないのが現状。こうした中で、今回、
協議会に参加する輸送事業者6社に2030年までの導⼊意欲をヒアリングした。

 ⼩型FCV・BEVに関しては、合計5,700台程度の導⼊意欲あり。※

 ⼤型FCV・BEVに関しては、合計60台程度の導⼊意欲あり。※

 FCバスに関しては、都内を中⼼に合計200台程度の導⼊意欲あり。
 現在、省エネ法に基づくFCV、BEV等の⾞両の導⼊（⾮化⽯エネルギーへの転換）の促進策が

概ね策定。こうしたことも踏まえながら、今後、より広範囲な輸送事業者、荷主の需要を確認して
いくなど、需要の可視化を検討。2030年グリーン成⻑戦略達成に向けた需要台数の掘り起こし
を実施していく。

○各社の意⾒
（FCV導⼊が⾒込まれる領域）
・駐⾞場に充電場所の確保を⾏うことが困難な場合、FCVを導⼊していくことになる。
・⻑い⾛⾏距離を⾛る⾞においては、FCVの導⼊を⾏っていく。
（FCV導⼊に関する課題）
・FCVだけでなく、BEVも検討している。技術⾰新によりBEVの⾛⾏距離が⻑くなるなどスペックが
向上すれば、BEVも導⼊していくだろう。

・燃料や⾞両コストがディーゼル並というのが導⼊にあたって前提となることが想定される。
※輸送事業者6社ヒアリングの合計
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⽔素供給コストの⾒通しの試算
 いくつかの前提を仮置きした上で、最低限必要となる⽔素供給コストを試算。

ただし、設備の冗⻑性や来場者のピーク対応等を考慮した場合、設備能⼒の増強等をする必要
があることから、⽔素供給コストが上昇する⾒込みであることに留意。

 試算結果のように、⽔素供給コストとユーザーの利便性はトレードオフの関係。具体的には、1台
当たりの充填時間を短くするほど、⽔素供給コストが上昇する傾向にあり、また、平準化せずに⼀
部の時間帯に充填が集中するほど、ピーク対応が必要となるため⽔素供給供給コストは上昇。
こうしたトレードオフの関係を関係者間で考慮しつつ、需要の⼤きさや変動等に応じた適切な仕
様の⽔素ステーションを整備することが重要。

充填量 充填時間

営業時間と来場台数

12時間
（24台/⽇）

24時間
（48台/⽇）

15kg 10分程度 1,370円/kg 1,160円/kg

バス・⼩型トラック対応ステーション ⼤型トラック対応ステーション

充填量 充填時間

営業時間と来場台数

12時間
（36台/⽇）

24時間
（72台/⽇）

30kg
10分程度 1,190円/kg 960円/kg

20分程度 1,120円/kg 915円/kg

（出典）各社、FCCJヒアリングをもとに資源エネルギー庁にて作成
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（参考）⽔素コストの⽬標と、既存燃料とのパリティ価格

（出典）第25回⽔素・燃料電池戦略協議会 資料１等より資源エネルギー庁にて作成。
※ 想定燃料等価格︓ガソリン（144円/L）、軽油（124円/L）
※ ⽔素ステーションの店頭販売価格は、正確には店舗により異なる点に留意が必要。

 ⽔電解装置や⽔素運搬船に関する技術開発等をグリーンイノベーション基⾦（GI基⾦）も活
⽤しながら進め、⽔素供給コストの低減を⽬指す。

 加えて、現在のST店頭価格は企業努⼒により抑えられている⾯があるが、⽔素STのコストを踏ま
えた適正な価格の在り⽅を共有しつつ、既存燃料との価格差を縮⼩させていく仕組みが必要。

0

20

40

60

80

100

120

ST店頭 2030年 2050年 乗⽤⾞ 商⽤⾞

⽔素販売価格 ⽔素コスト⽬標（CIF） ガソリン 軽油

円
/N

m
3-

H2

①国内配送コスト
②STコスト
③適正利潤
等が加算

①国内配送コスト
②STコスト
③適正利潤
等が加算

ガソリン乗⽤⾞とコストパリティ
に近いが、実際の⽔素供給コ
ストはこれを⼤きく上回っており、
⽔素STとしては⾚字の構造。
⽔素STの事業⾃⽴化も踏ま
えた価格の在り⽅を共有する
ことが重要。
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有望なエリアや状況変化等に合わせた⽔素ステーションの整備
 現在、福島・関東圏・中京圏・関⻄圏・福岡に多くの⽔素ステーションが整備。また、グリーンイノ

ベーション基⾦において、東京と福島が先⾏地域として選定。
 上記を踏まえ、各輸送事業者・荷主のFC⾞両導⼊検討が進むエリア及び当該エリアを結ぶ幹

線に⽔素ステーションの整備を⾏う。その際、バックアップ対応等も考慮したステーション配置と
する。

 また、想定されうる需要の状況変化にも柔軟に対応可能な⽔素ステーション仕様とする。
 今後、広範囲な需要のヒアリングを踏まえて、2023年度をメドに重点地域の精緻化を⽬指す。

⽔素STの整備状況
⽔素ステーション整備状況※1

福島県 ︓ 7カ所
東京近郊※2︓57カ所
愛知県 ︓39カ所
⼤阪近郊※2︓17カ所
福岡県 ︓11カ所

導⼊地域についての各社意⾒
 東京圏での導⼊検討企業数︓６社
 中部圏での導⼊検討企業数︓７社
 ⼤阪圏での導⼊検討企業数︓５社
 福岡での導⼊検討企業数︓３社
 福島での導⼊検討企業数︓１社

（出典）FCCJ HP

導⼊路線についての各社意⾒
 物流企業A
東京〜関⻄間や東京〜福島〜宮城間での導⼊を検討
 物流企業B
⽔素STやFC⾞両が多くなる都想定される「東名阪」での
導⼊を検討
 荷主企業A
東京名古屋間や東京⼤阪間の幹線道路での導⼊を検
討していく
※1 建設計画を含む ※2近郊︓隣接する県までを対象

道路別の⼤型⾞の交通量
⽇当たり約５万台の⼤型⾞（貨物輸送に使われる1ナンバーの
普通⾞等）が、東名、名神⾼速道路を⾛⾏。
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（参考）FC商⽤⾞の⽤途別モデルケース
 幹線︓①東京〜愛知 ⾛⾏距離360km。都内で満充填、名古屋で荷下ろし後再度充填を

想定。②東京〜⼤阪 ⾛⾏距離500km。都内で満充填、浜松〜豊橋周辺で経路充填実施
後、⼤阪で荷下ろし、⼤阪で再度充填。

 地域内︓都内のコンビニ。冷凍冷蔵のもの。太⽥等の倉庫から各コンビニへの配達を実施。⾛⾏
距離100km程度。帰り道途中で充填。

地域内でのモデルケース幹線道路のモデルケース

⾛
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（参考）FCトラックの実証実験

（出典）各社資料

 FC⼩型トラックについては、2023年２⽉以降、福島・東京・福岡にて実証実験が開始。2025
年度までには、３つのエリア合計で300台弱の運⾏を予定。

 FC⼤型トラックについては、2023年以降に関東圏・中京圏において⾛⾏実証を開始予定。
2025年以降は50台程度が幹線で⾛⾏する実証実験も開始予定。

 実証実験にあわせて、各地域での⽔素ステーションの新設も検討中。
 実証実験を通じて、充てんのタイミング、時間、量をコントロールし、最適な運⾏計画や⽔素ス

テーション充てん計画を⽴案するシステムの開発を⾏う。
 国はGI基⾦や商⽤⾞電動化補助⾦等を通じて⽀援実施。

⼩型トラック ⼤型トラック
地域 福島 東京 福岡 幹線

⾛⾏時期 2023年2⽉ 2023年3⽉ 2023年3⽉ 2025年

台数 約60台 約190台 約30台 約50台

⾞両イメージ
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FC商⽤⾞導⼊による費⽤負担のあり⽅
 コスト差や使い勝⼿に関して、⻑期的にディーゼル並を⽬指すものの、2030年までの先⾏的な

導⼊時期においては、全ての⾯でディーゼルと同じ条件となることはかなり困難である点について
は⼀定程度共通認識が持てた。

 省エネ法改正に伴い新設される予定の「貨物輸送事業者に⾏わせる貨物の輸送に係る⾮化⽯
エネルギーへの転換に関する荷主の判断基準」において、貨物輸送事業者と連携した⾮化⽯転
換の促進の観点から、⾮化⽯エネルギー⾃動⾞の導⼊に係る協議等に関する規定を設ける予定。
貨物輸送事業者から要請がある場合には⾮化⽯転換に係る費⽤負担について協議すべきとす
る考え⽅を⽰した。

⾮化⽯エネルギーへの転換に関する荷主の判断基準（案）⽔素転換することで発⽣するコスト差
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規制⽀援⼀体的な投資⽀援策
 省エネ法の改正に伴い、特定輸送事業者・特定荷主に対して、⾮化⽯転換に関する中⻑期計

画（2030年度が⽬標年）および定期報告の提出を義務化。併せて、⾮化⽯転換の定量⽬標
の⽬安を提⽰。

 ⼀⽅で、野⼼的な⽬標を掲げる事業者に対して、環境省・国⼟交通省・経済産業省連携でGX
移⾏債を活⽤した約136億円※4の補助⾦を2023年度より開始予定。

 上記取組を通じて、国はFC商⽤⾞の普及⽀援を積極的に⾏う。

省エネ法改正の内容 商⽤⾞に対する補助⾦の内容

FCタクシーFCトラック

商⽤⾞電動化⽀援補助⾦（136億円の内数）

⽔素利⽤に向けた脱炭素⽀援補助⾦（65.8億円の内数）

FCバス

※4  136億円の補助⾦にはBEVも含まれる。
なお、バスの補助⾦は別の補助⾦で対応。

（出典）経産省 エネルギー需要サイドにおける今後の省エネルギー・⾮化⽯転換政策について 抜粋
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（参考）省エネ法改正に伴う、⾮化⽯エネルギー⾃動⾞の割合⽬安
 2030年度におけるトラック・バス・タクシーの⾮化⽯エネルギー⾃動⾞（FCVを含む）の割合

⽬安として、８ｔ以下のトラックおよび、バスは5%、タクシーは8%と設定。

トラック バス タクシー
８トン以下 ８トン超 重量に依らない

【指標１】
⾮化⽯エ
ネルギー⾃
動⾞の割

合

2030年度におけるトラックの⾮化⽯エネル
ギー⾃動⾞の割合を５％とする。

※ ⾮化⽯エネルギー⾃動⾞とは、EV、FCV、PHEV、バイオ
燃料・合成燃料を使⽤した⾞。５％を⽬安として設定。

※ HEV（ハイブリッド⾃動⾞）は、⾮化⽯エネルギー⾃動
⾞と捉えることはできないが、運輸部⾨の省エネルギーに
極めて重要な役割を果たすことから、HEVの台数も⾮化
⽯エネルギーへの転換の取組の評価を⾏うに当
たっての参考事項として考慮する。

（2025年度
までを⽬途に
今後、検討）
※ 荷主による⾃

主的な⽬標の
検討を促す観
点から、2023
年度の中⻑期
計画から報告
できることとする。

2030年度における
バスの⾮化⽯エネル
ギー⾃動⾞の割合
を５％とする。
※ バスはトラックと異な

り、重量に依らず⽬
標を設定。

2030年度におけるタ
クシーの⾮化⽯エネル
ギー⾃動⾞の割合を
８％とする。

【指標２】
充電インフ
ラ等設置

数

2030年度における急速充電器の設置⼝数
（数値については、2024年度中⻑期計画・

定期報告の開始を⽬指し、今後検討）
※ 荷主による⾃主的な⽬標の検討を促す観点から、2023

年度の中⻑期計画から報告できることとする。

※ 今後の⽬安の検討に当たっては、荷主等における貨物輸
送の状況等を調査し、貨物輸送⾃動⾞の急速充電や
⽔素の充てんを可能とするようなインフラ整備を⾏う。

（今後、検
討）

※ ⽔素の充てんイ
ンフラについて、
FCVの普及状
況等を踏まえ、
今後、⽬安を
検討する。

ー ー
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お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 

商⽤⾞の電動化促進事業（経済産業省、国⼟交通省連携事業）

間接補助事業（2/3、1/4等）

本事業では、商⽤⾞（トラック・タクシー）の電動化（BEV、PHEV、
FCV※）を集中的に⽀援することにより、今後10年間での国内投資を呼び込み、
商⽤⾞における2030年⽬標である８トン以下︓新⾞販売の電動⾞20〜30％、
8トン超︓累積5000台先⾏導⼊を実現し、別途実施される乗⽤⾞の導⼊⽀援等
とあわせ、運輸部⾨全体の脱炭素化を進める。また、⾞両の価格低減やイノベ
－ションの加速を図ることにより、価格競争⼒を⾼める。

具体的には、改正省エネ法で新たに制度化される「⾮化⽯エネルギー転換⽬
標」を踏まえた中⻑期計画作成義務化に伴い、BEVやFCVの野⼼的な導⼊⽬標
を作成した事業者や、⾮化⽯エネルギー転換に伴う影響を受ける事業者等に対
して、⾞両の導⼊費の集中的⽀援を実施する。

※BEV︓電気⾃動⾞、PHEV︓プラグインハイブリッド⾞、FCV︓燃料電池⾃動⾞

• 運輸部⾨は我が国全体のCO2排出量の約２割を占め、そのうちトラック等商⽤⾞からの排出が約４割であり、2050
年カーボンニュートラル及び2030年度温室効果ガス削減⽬標（2013年度⽐46％減）の達成に向け、商⽤⾞の電動
化（BEV、PHEV、FCV）は必要不可⽋である。

• このため、本事業では商⽤⾞（トラック・タクシー）の電動化に対し補助を⾏い、普及初期の導⼊加速を⽀援するこ
とにより、価格低減による産業競争⼒強化・経済成⻑と温室効果ガスの排出削減を共に実現する。

2050年カーボンニュートラルの達成を⽬指し、トラック・タクシーの電動化（BEV、PHEV、FCV）を⽀援。
【令和５年度予算（案） 13,599百万円（新規）】

⺠間団体等

令和５年度より実施

環境省 ⽔・⼤気環境局 ⾃動⾞環境対策課 電話︓03-5521-8302

■補助対象

事業イメージ

「環境配慮型先進トラック・バス導⼊加速事業」、「脱
炭素社会構築に向けた再エネ等由来⽔素活⽤推進事業」
等にてバスの電動化を⽀援。

（補助対象⾞両の例）
補助率︓標準的燃費⽔準⾞両との差額の2/3、等

（補助対象⾞両の例）
補助率︓⾞両本体価格の１/４、等

EVタクシー PHEVタクシー FCVタクシー

【トラック】

【タクシー】
EVトラック EVバン FCVトラック

【バス】
（参考）
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⾞両規制の緩和
 ディーゼルから⽔素へ転換するにあたり、エネルギー密度の関係から同量のエネルギー確保のため

に必要な体積が増加し、商⽤⾞として重要な積載量が減少する。
 例えば、⼤型トラックにおいては⽔素タンク設置により荷台スペースが１ｍ程度減少することとなり、

運転⼿不⾜等を考慮すると、全⻑規制についての検討が求められている。
 ⼀⽅で、令和４年４⽉１⽇より、⼀般的制限値を超過する特殊⾞両の通⾏に関して、オンライ

ンで即時に通⾏可能か判別する確認制度が導⼊された。
 今後１年以内に、⼀般的制限値の規制緩和が必要かどうかも踏まえ検討していく。

3,
80

0m
m

2,100mm 1,000mm 8,900mm(荷台Space)

FC化に伴う、荷台スペースの減少

（出典）左︓⾃⼯会作成資料から⼀部加⼯
右︓国⼟交通省 特殊⾞両通⾏確認制度 概要資料 抜粋

特殊⾞両通⾏確認制度
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⽇本の産業競争⼒強化につながるFCVの活⽤
 ⽇本は燃料電池のセル技術・⽔素タンクの⼤型化技術関連で、諸外国と⽐較して特許数などで

優位に⽴つ。
 ⼀⽅で、近年の燃料電池のセルに関する特許出願数は中国が突出。
 技術優位性を確保しつつも⽔素燃料電池の産業的⾃⽴を図るために、今後は⾃動⾞分野のみ

ならず、建機・農機・鉄道・船舶・航空機などのその他モビリティへの広がりや、パワートレインであ
るFCシステム、FCスタックレベルを含めた海外への販売といった広がりをより促進する必要。

FCスタック
（FCセルの重ね合わせ）

バッテリー

モーター

駆動輪

⽔素タンク空気中の
酸素

FCVの構造と⽇本の強み

⽇本が
技術的優位に⽴つ領域

FCVの広がり

FCV活⽤の現状 FCV活⽤の今後の広がり

その他
モビリティ
への広がり

海外市場
への広がり

乗⽤⾞・
フォークリ
フト中⼼
の活⽤

⾼いFCV
技術の海
外展開

・開発初期は乗⽤⾞・
フォークリフト※中⼼。
・その後バス・トラック
の順で開発・導⼊
が進む。

⇔その他モビリティへ
の広がりは途上

・⽶国などの企業と協
働により、海外展開
も進みつつある。

⇒地域・量はまだ限定
的

・建機・農機分野における
燃料電池の利活⽤

・⼩型・近距離⽤の船舶
における燃料電池の利活⽤

⇒⾃動⾞以外での燃料電池
の活⽤促進

・中国だけでなく、今後ZEV
化の進展が進むであろう
欧⽶や東南アジアなどへの
様々な地域での燃料電池
の活⽤。

⇒地域・量の拡⼤へ
※FCフォークリフト︓2016年より販売開始済み
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⽔素ステーションの開発状況について
 今後普及が⾒込まれる⼤型FCトラックについては、既存⽔素STの充填速度では30分程度かそ

れ以上かかってしまうため、既存トラックと⽐して利便性が損なわれる可能性。
 そのため、充填時間を既存トラック並か、それ以下である10分程度とするために、⼤流量⽔素供

給を可能とする⼤規模⽔素STの技術開発・実証を福島等で実施中。
 また、耐久性の⾼いホースの開発等の技術開発に取組み、コスト低減を⽬指す。

⼤規模⽔素ST技術開発・実証

⼤流量⽔素を充填する新たな⽅法などを検証
すべく、福島県において実機を導⼊。
充填⽅法は中流量(MF)で２ノズル、⾼流量

(HF)で１ノズルにするなど、複数検証予定。

⽔素供給モジュール
（圧縮器、蓄圧器等）

H70MF×２系列

H70HF×1系列

⾞
両
等
ष
भ
充
填

技術開発の例

継⼿・シール部材の開発

耐久性の⾼いホースの開発

2,200回耐久

100回の充填で交換 1,000回の充填で交換

30,000回
の充填で交換

30,000回耐久
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（参考）圧⼒35MPaと70MPaの⽐較

（出典）Overview Hydrogen Refuelling For Heavy Duty Vehicles(H2 mobility)、FCCJ超低コストST検討TF試算結果から引⽤。

 タンク圧⼒を低下させると、航続距離は減少するが、燃料である圧縮⽔素の製造コストは低減。
 具体的には、タンク圧⼒を70MPaから35MPaに低下させた場合、

⾞両に搭載できるエネルギーは４割減少するが、燃料である圧縮⽔素は２割安くできる試算。
 こうした⽐較を踏まえると、中近距離・⾼稼働⾛⾏するモビリティについては、35MPaの導⼊ポテ

ンシャルもある可能性あり。

圧⼒とエネルギー密度の関係 充填圧⼒と⽔素コストの関係

70 MPa 35 MPa
建設費総額 3.9億円 2.8億円
運営費/年 2,200万円 1,400万円
⽔素コスト
OPEXのみ
CAPEX込み

963円/kg
1,694円/kg

809円/kg
1,341円/kg

試算条件︓オフサイト300 Nm3/h、無⼈遠隔運転、
⽔素需要53,000 kg/年、⽔素調達コスト550円/kg

1.3

0.8

0

0.5

1

1.5

圧縮⽔素
（70MPa, 15℃）

圧縮⽔素
（35MPa, 15℃）

エネルギー密度
（kWh/ℓ）

２割減

４割減
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規制の緩和（⽔素ステーション）

 今後のFCV、FC商⽤⾞の更なる普及拡⼤及び⽔素ST事業の⾃⽴化に向けては、
規制改⾰実施計画等に基づき、安全確保を前提に、コスト低減やユーザー利便性向
上に向けた規制⾒直しを推進していく。

 具体的には、⽔素ステーション設備の常⽤圧⼒上限の⾒直し等を実施し、⽔素ステー
ションのコスト削減等に取り組む。

【現状】

【⾒直後】

常⽤圧⼒︓８２MPa

常⽤圧⼒︓８９〜９３MPa（例）

安全性を確認
の上で⾼圧化

 蓄圧器の⼀本当たりの⽔素貯蔵量が増えることによ
り、本数の削減（建設費の低減）が可能。

常⽤圧⼒上限の⾒直しについて
（機器の低コスト化）

【遠隔監視場所】

監視要員

保安監督者保安監督者

セルフ充塡

従業者による定期的な
巡回点検

ステーションの場景及び設備状態を監視

遠隔監視による⽔素ステーション運転の無⼈化
（⼈件費の低コスト化）
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⽔素ステーションへの⽀援

 FC商⽤⾞の普及を⾒越した⽔素ステーション整備を加速するために、R5年度より、予
算措置、税制措置ともに拡充を⾏う。

 需要が⾒込めるエリアを重点的に⽀援していく予定。

設備規模(供給能⼒) 種類 補助率 補助上限額(百万円)
⼤規模（500Nm3/ｈ以上） 定置式 1/2⇒2/3 350⇒450
レーン追加（⼤規模）
(圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー等) オプション 1/2⇒2/3 150⇒200

設備規模（供給能⼒） 補助率 補助上限額（百万円）
⼤規模 2/3 28⇒30

（１）整備費⽀援

（２）運営費⽀援

＜予算措置＞

＜税制措置＞
設備規模（供給能⼒） 期間 固定資産税の課税標準

⼤規模（取得価格５億円以上の設備） 設備取得から３年間 3/4⇒1/2



FC商⽤⾞普及に向けた地⽅公共団体の役割
 FC商⽤⾞普及に向けては、課題が多数存在。国が主導して⺠間企業や団体と協⼒しながら、

課題解決にあたることが必要であるが、⽔素ステーションの⽤地不⾜や、⽔素ステーション運営にお
ける細かな問題点など、国だけでは対策に限界のある課題も多い。

 FC商⽤⾞を重点的に普及させる地域においては、FC商⽤⾞普及に向けた地域特性のある課
題について、関係各社と共同で解決に取組む地⽅⾃治体の存在も重要。

具体的な役割分担

国 地⽅公共団体

補助⾦

課題の
吸い上
げ

 ⽔素社会戦略の策定

 FC商⽤⾞の需要・供給のと
りまとめ

 規制⼀体型の投資⽀援策
策定

 ⽔素重点地域の提⽰

 国でないと出来ない課題へ
の対応（規制緩和など）

 地域にあった⽔素普及戦略
の策定

 各地域毎のFC商⽤⾞の需
要のとりまとめ

 各地域固有の課題の確認

 各地域固有の課題にあわせ
た解決策の提⽰

地域固有の課題

 ⽔素ステーションがないエリアの存在

 ⽔素ステーションの⽤地不⾜

 （内陸部では特に）
⽔素運搬コストの増加

 地域内でのFCV導⼊場所が点在

 運送事業者の企業体⼒が弱い

など
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その他ご意⾒について
 その他、FCV利⽤によるインセンティブやデータ利活⽤、⽔素ステーションの運営、⽔素ステーション

のダウンタイム、⾼速道路利⽤時に経路充填を⾏う際の対応、について以下の意⾒が存在。
 今後必要性の検証を⾏い、実施すべきものについては時期や対応⼿法について検討していく。

 FCV利⽤によるインセンティブについては、⾞両購⼊補助で⾜りない負担について、
⾼速料⾦や駐⾞などにおいて、インセンティブを検討いただきたい。

 データ利活⽤については、FCV化に伴い⾛⾏距離が短くなることから、運⾏計画策定
にあたり「充填」タイミングを輸送事業者が考慮する必要が出てきた。データの利活
⽤について検討いただきたい。

 ⾼速道路利⽤時の経路充填については、⽔素ステーションの⽴地確保問題やFCV利⽤
者の需要を多く確保する観点から、⼀時退出の可能性について検討いただきたい。

 ⽔素STの規制については、法で想定していない事項が⽣じている。基準の共通化、明
確化、合理化を検討いただきたい。

 ⽔素ST整備にあたっては法の形式的な部分で煩雑な⼿続きが発⽣しうるため、より円
滑に⾃治体が業務を⾏うためのサポートをいただけないか。

 ⻑期的にはCO2フリー⽔素供給を⽬指すべく、⽔素のクリーン化を⽬指していくべき。


